
4.4.4.4.その他留意事項についてその他留意事項についてその他留意事項についてその他留意事項について

①管理者の責務・兼務について ④経過措置終了事項（〜R6末）について
②処遇改善加算について ⑤お問い合わせについて
③同一建物減算について ⑥担当部署一覧について
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第239回社会保障審議会介護給付費分科会資料
�ポイント�
管理者の責務が明確化
管理者は原則として事業所等に専従する必要がありますが、
その責務を果たせると判断される場合に限り、他の事業所の管理者等との
兼務が認められます
個別に判断が必要です
検討されている事案がある場合は、事前に介護保険課までご相談ください

管理者の責務及び兼務について１ ４．その他留意事項について
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厚生労働省 一本化詳細説明資料（実務担当者向け）

処遇改善加算について２
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４．その他留意事項について



第239回社会保障審議会介護給付費分科会 資料

訪問介護等における同一建物減算について３
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４．その他留意事項について



１ 身体拘束廃止未実施減算

４ 処遇改善加算
経過措置区分である加算Ⅴが終了、算定要件に
ついても経過措置が終了するため、要件充足で
きているか改めて確認を！

３ 重要事項のWEB掲示
重要事項等について、書面掲示に加えて原則と
して法人HPまたは情報の公表上で掲示が必要
となる。

２ 業務継続計画未策定減算
BCP未策定の場合、R7.4より一部事業所を除き
減算が適用となる。（訪問系サービス、福祉用
具貸与、他サービスの基準緩和も終了）

減算導入減算導入
身体拘束の適正化のための措置を行っていない
場合、R7.4より短期入所生活介護および短期入
所療養介護においても減算が適用となる。

令和６年度末に経過措置が終了する主な事項について４
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４．その他留意事項について



介護保険課HPからお問い合わせください

問い合わせフォーム
介護保険課HPトップページサイドバー

介護保険課へのお問い合わせ５
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４．その他留意事項について



令和6年度担当部署 キーワード
介護保険課 事業者支援係 介護保険サービス施設・事業所の指定等 各種届出介護保険法に関すること施設の整備、施設整備に係る補助金、老人福祉法に関すること介護計画係 高齢者施策に関する計画、要介護認定調査員研修、ケアマネの更新・研修地域包括支援課 喀痰吸引、認知症介護研修、人材確保補助金、事業所認証制度、地域包括ケアシステム、認知症、高齢者虐待防止福祉医療部 総務課 運営指導、監査地域福祉課 生活保護県土マネジメント部 まちづくり推進局住宅課 サ高住※※サ高住のうち、特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合や、老人福祉法上の有料老人ホームに該当する部分は、介護保険課事業者支援係へ

本県の担当部署一覧６ 令和6年度担当部署 キーワード
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４．その他留意事項について



介護保険課からのご説明を終わります
ご視聴ありがとうございました

集団指導の出席確認を行います。
４本全ての動画及び国保連からの資料を閲覧後、
介護保険課のHP(本動画のURL掲載のページ)から、
出席確認フォームへのご回答をお願いいたします。
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